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ところで¥平成23年度税制改正は， 2010年7月のOECD移転価格ガイドライン(以下， r2010 
年OECD移転価格ガイドライン」という。)の改定2が行われたことが直接の原因であるとされる o
2010年OECD移転価格ガイドラインは，利益分割法について「取引単位 4利益分割法
(Transactional Profit Split method) Jという名称を与えた。筆者は， 2∞9年9月に同ガイド














































































































(1)が独立価格比準法 (CUP法).(2)が再販売価格基準法 (RP法).(3)が原価基準法 (C
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OECDモデル条約9条(特殊関連企業)

















































































































































































































日 OECD理事会は， 2010年7月22日に OECD移転価格ガイドラインの改定を決定した。プレスリリースは.



























www.cao.go.jp/zei-cho/ etc/20l0/ー .icsFiles/afieldfile/2010/12/201221216taikou.pdf. (2013年6月 15日アクセ
ス)。
8平成23年度税制改正に関する立法担当者の解説は，以下の URLで閲覧することができる。 http://www.mof.




!o国税庁 0986年) r改正税法のすべてJ191 -192頁を参照。
11国税庁 (1962年)r非居住者，外国法人及び外国税額控除に関する改正税法の解説J49頁。








19日本語訳については，川端康之監訳 rOECDモデル租税条約2003年版J(2003年 日本租税研究協会)26 
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由正確には."Report on the Attribution of Profits to Permanent Establishments"といい.263頁に及ぶ文書で
ある。
初日本語訳は，川端・前掲注1859頁によった。
:u日本語訳は，川端・前掲注19 126頁によった。
32倉内敏行「相互協議の対象について一『租税条約に適合しない課税』の解釈に附する一考察j税務大学校論
毅27号 (1996年)164頁。
:l谷口勢津夫『租税条約論j(1999年消文社)88頁。
34機j翠佳イ'1r最適方法ルール下における利益分割法の適用j税務大学校論叢75号 128頁を参照。
35氷見野良三「移転価格税制jに関する OECDガイドラインと米財務省規則の改訂についてJr税経過信j49巻
13号 164-165頁。このほか，山川博樹『我が固における移転価格税制の執行:理論と実務j(1996年 税務研究
会)も参照されたい。
